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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第２四半期連結
累計期間

第18期
第２四半期連結
累計期間

第17期

会計期間
自平成22年７月１日
至平成22年12月31日

自平成23年７月１日
至平成23年12月31日

自平成22年７月１日
至平成23年６月30日

売上高 （千円） 837,855 732,718 1,520,121

経常損失（△） （千円） △165,204 △118,732 △276,521

四半期（当期）純損失（△） （千円） △157,955 △108,328 △284,987

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △154,867 △125,978 △291,142

純資産額 （千円） 4,226,029 3,963,776 4,089,754

総資産額 （千円） 4,345,092 4,132,938 4,286,822

１株当たり四半期（当期）純損失金額
（△）

（円） △605.53 △415.25 △1,092.46

潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 96.8 95.5 95.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △210,059 △190,738 △212,167

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 37,813 105,795 230,378

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 132 － 132

現金及び現金同等物の四半期末（期
末）残高

（千円） 1,706,374 1,811,889 1,896,832

　

回次
第17期

第２四半期連結
会計期間

第18期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成22年10月１日
至平成22年12月31日

自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △225.42 △214.84

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

４．第17期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間よりセグメント情報の区分を変更しております。変更の内容については、「第４　経

理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間の我が国の経済は、総じて東日本大震災による落ち込みからの回復基調が続きました

が、円高の進行、海外景気の減速、タイの洪水の影響等から、直近では回復ペースが鈍化する傾向が見られました。

　当社グループの主な事業領域の一つである特定保健用食品（以下「トクホ」といいます。）業界におきましては、

血圧や血糖値といった一般的な健康表示のトクホの開発に一巡感が生じたことに加え、イソフラボンやアガリクス

の安全性に関する問題が話題になり開発リスクが顕在化するなかで、トクホの主な開発主体である大手の食品・製

薬企業等の開発動向が鈍化し、新規の開発案件が減少する傾向が続いております。

　このような事業環境の下、当社グループでは、評価試験事業等の食品の開発支援の事業から、健康補助食品事業等

の自社製品の開発及び販売ならびにマーケティング事業や医薬臨床研究支援事業等のエビデンス構築及びマーケ

ティング支援等の事業への事業構造の変革を図っております。

　当社グループでは、このような事業戦略の実現に向けて適正な経営資源の配分を行うとともに、コストの削減にも

徹底して取り組むことにより、早期に業績の回復、拡大を図ってまいる方針であります。　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間よりセグメント情報の区分を変更し

ております。変更の内容については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報

等）」に記載のとおりであります。このため、前年同期比較においては、前年度実績を変更後の区分に組み替えてお

ります。

（生体評価システム）

　生体評価システム事業のうち評価試験事業におきましては、主にヘルスケア機器の有用性に関する臨床評価試験

の受託手数料等65百万円（前年同期比63.8％減）の売上計上を行いました。また、受注状況につきましては、受注高

81百万円（前年同期比75.6％増）、当第２四半期連結会計期間末の受注残高は109百万円（前年同期末比159.1％

増）となりました。

　生体評価システム事業のうちバイオマーカー開発事業におきましては、「精神検査方法及び精神機能検査装置

（ＡＴＭＴ）」に係るライセンス収入等計０百万円（前年同期比17.7％減）の売上計上を行いました。また受注状

況につきましては、受注高０百万円（前年同期比97.0％減）、当第２四半期連結会計期間末の受注残高はありませ

んでした。

　生体評価システム事業のうち医薬臨床研究支援事業におきましては、主に糖尿病領域及び循環器病領域の医師主

導型臨床研究の支援業務の受託手数料等100百万円（前年同期比192.4％増）の売上計上を行いました。また、受注

状況につきましては、受注高197百万円（前年同期比460.4％増）、当第２四半期連結会計期間末の受注残高は526百

万円（前年同期末比80.2％増）となりました。　

　以上の結果、生体評価システム事業の業績は、売上高166百万円（前年同期比22.7％減）、営業利益41百万円（前年

同期比34.7％減）となりました。

（ヘルスケアサポート）

　ヘルスケアサポート事業は、特定保健指導の受託を中心として、企業における社員の健康管理・増進のニーズや個

人の健康意識の高まり等に関連した様々なサービスを健康保険組合等に提供する事業であり、生活習慣病の専門医

から成る組織である一般社団法人専門医ヘルスケアネットワークと共同で事業展開しております。当第２四半期連

結累計期間におきましては、特定保健指導、被扶養者を対象とした特定健康診査のサポート、糖尿病の重症化予防

サービスの受託手数料等28百万円（前年同期は０百万円）の売上計上を行いました。

　また、受注状況につきましては、受注高29百万円（前年同期は０百万円）、当第２四半期連結会計期間末の受注残

高は１百万円（前年同期末はなし）となりました。なお、この事業の受注高は、主に特定保健指導の実績等に応じて

事後的に決まるものでありますので、契約締結時点ではなく、当該実績等が確定した時点で計上しております。

　以上の結果、ヘルスケアサポート事業の業績は、売上高28百万円（前年同期は０百万円）、営業損失24百万円（前

年同期は35百万円の営業損失）となりました。
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（化粧品）

　化粧品事業におきましては、当連結会計年度より、従来の期間限定のキャンペーンを中心とした販売戦略から、定

期購入顧客層の拡大や既存顧客とのコミュニケーションの強化によりコアとなる顧客基盤を拡充し、安定的な販売

の増加を目指す方向のプロモーションへの転換を推進しております。通信販売部門においては、平成23年10月より

開始した新たな定期購入プランである「Bb定期便」の奏功により定期購入顧客が増加したものの、売上の減少傾向

が続き、売上高は256百万円（前年同期比16.1％減）となりました。一方、百貨店等向けの卸売部門の売上高は、昨今

の消費動向の鈍化等から伸び悩み、126百万円（前年同期比7.1％減）となりました。

　この結果、化粧品事業の業績は、売上高382百万円（前年同期比13.3％減）、営業損失29百万円（前年同期は26百万

円の営業損失）となりました。

（マーケティング）

　マーケティング事業におきましては、医薬品のマーケティング支援業務の受託手数料等について５百万円（前年

同期比29.7％減）の売上計上を行いました。　

　この結果、マーケティング事業の業績は、売上高５百万円（前年同期比29.7％減）、営業損失は５百万円（前年同

期は８百万円の営業損失）となりました。

（健康補助食品）

　健康補助食品事業におきましては、平成21年３月より、「疲労定量化及び抗疲労食薬開発プロジェクト」から生ま

れた製品である飲料「イミダペプチド」の販売を開始し、平成23年３月からは、飲料に加え、ソフトカプセルタイプ

の「イミダペプチド　ソフトカプセル」の販売を行っております。なお、平成20年８月より販売しておりました医科

向け専用食品「フロメド・シリーズ」につきましては、平成23年４月をもって販売を終了しております。

　前連結会計年度までは、「イミダペプチド」の早期普及の観点から売上高に比して多額の広告販促費を投下して

おりましたが、当連結会計年度からは売上高に応じた投下を行っており、また、「フロメド・シリーズ」販売終了に

よる費用削減効果もあり、販売費及び一般管理費は111百万円（前年同期比43.2％減）となりました。　

　この結果、健康補助食品事業の業績は、売上高147百万円（前年同期比13.6％減）、営業損失は14百万円（前年同期

は88百万円の営業損失）となりました。

　これらに加えまして、セグメント間取引の消去や全社費用による営業損失は103百万円（前年同期は103百万円の

営業損失）となりましたので、当第２四半期連結累計期間の売上高は732百万円（前年同期比12.5％減）、営業損失

は134百万円（前年同期は198百万円の営業損失）、経常損失は118百万円（前年同期は165百万円の経常損失）、四

半期純損失は108百万円（前年同期は157百万円の四半期純損失）となりました。

(2）財政状態の分析

（資産）　

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて153百万円減少（3.6％減）し、4,132百万円

となりました。これは主に、売掛金が21百万円、仕掛品が21百万円増加したものの、現金及び預金が84百万円、資金運

用目的で保有していた有価証券が100百万円減少したこと等によるものであります。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べて27百万円減少（14.2％減）し、169百万円とな

りました。これは主に、未払法人税等が11百万円、前受金が16百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）　

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて125百万円減少（3.1％減）し、3,963百万円

となりました。これは主に、四半期純損失を108百万円計上したことによるものであります。

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

84百万円減少し、1,811百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、190百万円（前年同期は210百万円の使用）となりました。これは主に税金等調

整前四半期純損失を118百万円計上したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られた資金は、105百万円（前年同期は37百万円の獲得）となりました。これは主に有価証券

の償還による収入100百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の獲得、使用はともにありません（前年同期は０百万円の獲得）でした。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題
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　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、６百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　

(6）従業員数

（連結会社の状況）　

　当第２四半期連結累計期間における従業員数は、前連結会計年度末より８名増加し、44名となりました。その主な

要因は、生体評価システム事業の医薬臨床研究支援事業において、旺盛な需要に対応した組織体制の整備のため、増

員を行ったことによるものであります。

(7）生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(8）主要な設備

　当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び前連結会計年度末における重要な設備の計画

について、著しい変更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 863,968

計 863,968

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 261,796 261,796
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 261,796 261,796 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 261,796 － 1,836,021 － 2,674,070　
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（６）【大株主の状況】

 平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

梶本　修身 大阪府豊中市 44,268 16.90

梶本　智子 大阪府豊中市　 27,980 10.68

梶本　佳孝 大阪市北区　 10,724 4.09

 ㈱ＧＭＳ 大阪市北区豊崎３-20-９　 8,936 3.41

井上　昌治 東京都杉並区 4,500 1.71

梶本　さゆり　 東京都港区 3,320 1.26

梶本　真里 大阪府豊中市 3,320 1.26

金岡　義美 大阪府豊中市　 2,575 0.98

森本　博義 大阪府河内長野市 2,326 0.88

林　一弘 大阪府八尾市　 1,800 0.68

計 － 109,749 41.92

（注）ムーンライトキャピタル㈱から、平成20年12月16日付で提出された大量保有報告書の変更報告書No.３により、平

成20年12月15日現在で11,042株保有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成23年12月31日現在に

おける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、ムーンライトキャピタル㈱の大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

大量保有者　　　ムーンライトキャピタル㈱

住所　　　　　　東京都千代田区内幸町1-1-1

保有株券等の数　株式　11,042株

株券等保有割合　4.24％

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式      　918　

　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  　260,878            260,878 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　　      　261,796 － －

総株主の議決権 －             260,878 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が19株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

㈱総医研ホール

ディングス

大阪府豊中市新千

里東町１－４－２
918 － 918 0.35

計 － 918 － 918 0.35
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成

23年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年７月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社総医研ホールディングス(E05367)

四半期報告書

 9/19



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,896,832 1,811,889

売掛金 171,563 193,453

有価証券 1,000,000 900,000

商品 106,405 121,142

仕掛品 45,332 66,792

原材料及び貯蔵品 38,341 27,068

その他 49,659 38,993

貸倒引当金 △2,128 △3,489

流動資産合計 3,306,005 3,155,850

固定資産

有形固定資産 20,746 19,876

無形固定資産

その他 40,524 40,121

無形固定資産合計 40,524 40,121

投資その他の資産

投資有価証券 871,199 869,649

長期未収入金 35,232 35,232

その他 48,346 47,438

貸倒引当金 △35,232 △35,232

投資その他の資産合計 919,546 917,088

固定資産合計 980,817 977,087

資産合計 4,286,822 4,132,938

負債の部

流動負債

買掛金 28,980 29,390

未払法人税等 17,914 6,882

ポイント引当金 4,073 4,067

前受金 82,549 66,280

その他 63,550 62,540

流動負債合計 197,068 169,161

負債合計 197,068 169,161

純資産の部

株主資本

資本金 1,836,021 1,836,021

資本剰余金 2,674,070 2,674,070

利益剰余金 △110,793 △219,122

自己株式 △199,940 △199,940

株主資本合計 4,199,357 4,091,028

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △128,850 △144,350

その他の包括利益累計額合計 △128,850 △144,350

少数株主持分 19,247 17,097

純資産合計 4,089,754 3,963,776

負債純資産合計 4,286,822 4,132,938
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 837,855 732,718

売上原価 274,699 219,713

売上総利益 563,156 513,004

販売費及び一般管理費 ※
 761,713

※
 647,516

営業損失（△） △198,557 △134,511

営業外収益

受取利息 2,214 1,489

投資有価証券評価損戻入益 13,650 13,950

保険解約返戻金 16,919 －

その他 2,719 341

営業外収益合計 35,503 15,780

営業外費用

事務所移転費用 2,089 －

その他 60 1

営業外費用合計 2,149 1

経常損失（△） △165,204 △118,732

特別損失

固定資産除却損 1,950 －

減損損失 102 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,397 －

特別損失合計 6,450 －

税金等調整前四半期純損失（△） △171,654 △118,732

法人税、住民税及び事業税 1,875 1,683

法人税等調整額 △12,962 △9,937

法人税等合計 △11,087 △8,254

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △160,567 △110,478

少数株主損失（△） △2,612 △2,149

四半期純損失（△） △157,955 △108,328
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △160,567 △110,478

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5,700 △15,500

その他の包括利益合計 5,700 △15,500

四半期包括利益 △154,867 △125,978

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △152,255 △123,828

少数株主に係る四半期包括利益 △2,612 △2,149
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年７月１日
　至　平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △171,654 △118,732

減価償却費 10,678 9,915

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,397 －

減損損失 102 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △307 1,361

ポイント引当金の増減額（△は減少） 402 △5

受取利息 △2,214 △1,489

投資有価証券評価損益（△は益） △13,650 △13,950

固定資産除却損 1,950 －

事務所移転費用 2,089 －

保険解約返戻金 △16,919 －

売上債権の増減額（△は増加） △98,662 △21,890

たな卸資産の増減額（△は増加） 68,538 △24,924

未収消費税等の増減額（△は増加） 15,433 9,654

仕入債務の増減額（△は減少） 3,882 410

前受金の増減額（△は減少） △60,114 △16,268

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,730 △8,150

その他 4,794 3,647

小計 △246,523 △180,422

利息の受取額 2,788 1,653

事務所移転費用の支払額 △2,089 －

法人税等の支払額 △1,049 △11,969

法人税等の還付額 36,814 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △210,059 △190,738

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △4,900,000 △4,300,000

有価証券の償還による収入 4,900,000 4,400,000

有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,601 △1,758

保険積立金の解約による収入 39,387 －

その他 4,027 7,554

投資活動によるキャッシュ・フロー 37,813 105,795

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 154 －

配当金の支払額 △22 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 132 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △172,114 △84,942

現金及び現金同等物の期首残高 1,878,488 1,896,832

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,706,374

※
 1,811,889
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【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日）

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30

日）を適用しております。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額

のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

なお、これによる潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額への影響はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

　
　
　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日）

販売促進費 137,021千円 129,979千円

研究開発費 22,692千円 6,591千円

減価償却費 8,045千円 7,338千円

貸倒引当金繰入額 233千円 2,048千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

あります。　

　
　
　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日）

現金及び預金勘定 1,706,374千円 1,811,889千円

現金及び現金同等物 1,706,374千円 1,811,889千円

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの　

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 

報告セグメント 調整額　
（注）１
（注）２　

四半期連結　
損益計算書
計上額
（注）３　

生体評価
システム

ヘルスケア　
サポート　

化粧品
マーケ
ティング

健康補助
食品

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

215,170 432 441,1367,782170,334834,8553,000837,855

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － 1,002 908 1,911△1,911 －

計 215,170 432 441,1368,784171,243836,7661,088837,855

セグメント利益
又は損失（△）　

63,961△35,980△26,505△8,010△88,907△95,442△103,114△198,557

（注）１　外部顧客への売上高の調整額3,000千円は、非連結子会社からの経営指導料等であります。　

　　　２　セグメント利益又は損失の調整額△103,114千円には、全社費用△124,414千円、セグメント間取引消

去20,211千円等が含まれております。なお、全社費用は、主に当社の管理部門の費用等でありま

す。

　　　３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）　

 

報告セグメント 調整額　
（注）１
（注）２　

四半期連結　
損益計算書
計上額
（注）３　

生体評価
システム

ヘルスケア　
サポート　

化粧品
マーケ
ティング

健康補助
食品

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への
売上高

166,32728,502382,3115,470147,106729,7183,000732,718

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 810 810 △810 －

計 166,32728,502382,3115,470147,916730,5282,189732,718

セグメント利益
又は損失（△）　

41,797△24,073△29,049△5,502△14,180△31,008△103,503△134,511

（注）１　外部顧客への売上高の調整額3,000千円は、非連結子会社からの経営指導料等であります。　

　　　２　セグメント利益又は損失の調整額△103,503千円には、全社費用△124,803千円、セグメント間取引消

去19,110千円等が含まれております。なお、全社費用は、主に当社の管理部門の費用等でありま

す。

　　　３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項　

　第１四半期連結会計期間から、グループ内の業績管理区分を変更したことに伴い、報告セグメントの区分方

法を従来の「生体評価システム」「化粧品」「マーケティング」「健康補助食品」の４区分から、「生体評

価システム」「ヘルスケアサポート」「化粧品」「マーケティング」「健康補助食品」の５区分に変更し

ております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間において用いた報告セグ

メントに基づき作成しております。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年７月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 605円53銭 415円25銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（千円） 157,955 108,328

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 157,955 108,328

普通株式の期中平均株式数（株） 260,856 260,878

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金

額であるため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月14日

株式会社総医研ホールディングス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小竹　伸幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平岡　義則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社総医研ホー

ルディングスの平成23年７月１日から平成24年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年10月１

日から平成23年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年７月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社総医研ホールディングス及び連結子会社の平成23年12月31日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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